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＜特集＞
2020東京オリンピック・パラリンピックと体育・スポーツ経営学

－「中央－周辺」論からみた構造的暴力－

柳　沢　和　雄

Tokyo 2020 Olympic Paralympic Games and Management for Physical Education and Sport
－「Center－periphery」System and Structural Violence－

Kazuo YANAGISAWA

Ⅰ　�体育・スポーツ経営学の射程を超越
するメガ・スポーツイベント

　2013年９月７日，ブエノスアイレスで開催際
された第125次 IOC 総会で東京が2020オリン
ピック・パラリンピック開催都市に選ばれて３
年が過ぎ去った．この間，2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック（以下，2020年東京大会と
いう）の開催準備をめぐっては，大会エンブレ
ム問題や新国立競技場の整備問題等，オリン
ピックの本質やスポーツ科学研究とは全く無縁
な，マスコミの題材しか報道されていない．
　翻って，体育・スポーツ経営学の立場からは
どのようなオリンピックスタディが可能であろ
うか．私見では，オリンピックというメガ・ス
ポーツイベントは，既存の体育・スポーツ経営
学の分析枠組みを超越していると考えざるをえ
ない．すなわち，体育・スポーツ経営学の発展
過程を振り替えれば容易に理解できるように，
特定の経営領域における経営主体のスポーツ
サービスの生産・提供事業を前提にしてきた体
育・スポーツ経営学には，オリンピックという
研究対象は収まりきれないと思われる．またこ

の課題を，スポーツ等に関連するあらゆるセク
ターの経営現象というNASSMのスポーツマネ
ジメントの捉え方（NASSM：1985）まで広げ
たとしても，状況は同様である．もちろん，体
育・スポーツ経営学やスポーツ関連の文献には，
例えばスポーツマーケティングの生成過程をめ
ぐる記述のなかに，1984年のロサンゼルス・オ
リンピックに持ち込まれた権利ビジネスの記述
等がよく登場するものの，それらは現象の解説
に留まっており，体育・スポーツ経営学研究に
はまだ距離はある．また，IOCやNFなど個別
組織を焦点組織として，それら組織が抱える固
有の経営課題を扱う研究は可能であろう．しか
し，固有の経営課題を噴出させるオリンピック
自体の特性，例えば2012ロンドン大会では204
の国から約11,000人の競技者が参加し，東京大
会で最大28競技約300種目（追加種目５競技18
種目），運営経費約２兆円という莫大な運営規
模となる競技プログラムは研究対象の遡上にあ
げづらい．そして他の世界選手権等とは開催意
義を異にする，オリンピック憲章に謳われたオ
リンピズムの実現を御旗にした国家や都市間の
ポリティカルゲームとグローバル化する経済
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ゲームの肥大化と熾烈化（佐伯：2011）を前提
としなければ，このメガ・スポーツイベントの
経営課題は理解できないであろう．このように
みると，現在のところオリンピックというメ
ガ・スポーツイベントの全体像を捉える体育・
スポーツ経営学からの分析視点は，今後の議論
を待たねばならない状況にあるといえよう．

Ⅱ　�オリンピズムと体育・スポーツ経営
学の出自

　しかしながらオリンピック・パラリンピック
と体育・スポーツ経営学は，相互に通底する思
想的背景を確認することができる．それはオリ
ンピック憲章に込められたオリンピズムの思想
と体育・スポーツ経営学の出自となる体育・ス
ポーツ経営の経営目的や追求しようとする価値

（選択原理）に共通性が見られるからである．
例えば，オリンピック憲章のオリンピズムの根
本原則には，オリンピズムは「スポーツを文化，
教育と融合させ，生き方の創造を探求するもの」
であり，「オリンピズムの目的は，人間の尊厳
の保持に重きを置く平和な社会を奨励すること
を目指し，スポーツを人類の調和の取れた発展
に役立てること」を目的に，誰もが「いかなる
種類の差別も受けることなく」オリンピック憲
章の定められた権利や自由を享受できるとある．
言うまでもなく，オリンピズムの思想は人間の
尊厳を最重要価値に置き，平等で平和な社会を
目指そうとするものである．一方，体育・スポー
ツ経営学の前身である体育管理学の成立過程に
おいては，管理の究極的な目的は運動によって
人々が特定の体育的利益を獲得することにある
と，人々の利益を中心に理論構築がなされてき
ており（八代：2001，八代・中村：2002），そ
の思想は体育・スポーツ経営学のみならず多く
のスポーツ科学研究にも通底する思想とみるこ
ともできる．このようにみると，平和な社会と
いった壮大な用語は用いてはいないものの，体
育・スポーツ経営学の志向とオリンピズムの思
想とは親和性が高いと考える．

　2020年東京大会が間近に迫った現在，体育・
スポーツ経営学の立場からオリンピックという
メガ・スポーツイベントを分析する研究方法は
見当たらないものの，体育・スポーツ経営学や
オリンピズムが希求する価値や思想と乖離する
現象や解決されねばない課題が内在しているよ
うに思う．

Ⅲ　�長野オリンピックの教訓　－補助線
としての「中心－周辺」論－

　本稿では，上記のような乖離現象や課題を拾
い出すために，「中心－周辺」という補助線を
引いてみたい．この「中心－周辺」という構造
が，多くの不平等や格差・差別を生み出し，ス
ポーツ権の保障を脅かしていると考える．
　戦後復興と経済成長の契機となる1964年東京
大会，高度経済成長期の1972年札幌大会，バブ
ル経済末期の1998年長野大会，時代背景は異な
るにせよいずれの大会にも共通するのは開発オ
リンピックにある．オリンピックスタディの重
要な論点に，オリンピック・レガシーがあるが，
長野大会は負の遺産を増産した大会との批判を
受けてきた．長野経済研究所は長野大会の経済
波及効果を約２兆3,244億円と試算し，五輪招
致の正当性確保と公共投資の呼び水とした．そ
の経費の中には，競技施設，運営用施設の他に
五輪関連道路や新幹線と高速道路経費が含まれ
る．この多額なインフラ整備費の指摘が「金権
土建五輪」と揶揄されることとなった．しかし，
市債発行残高は雪だるま式に膨れあがり，長野
市の財政を圧迫し続けたことは周知の事実であ
る．そして現在でも負の遺産として象徴的に問
題視されるのは，年間の利用者が約150人程度
ではあるが，年間維持費が２億9,000円の維持
費（当時）がかかるボブスレー・リュージュ会
場のスパイラルである（相川：1998）．
　この1998年長野大会の経験から見えてくるの
は，日本国内であればJOCに代表される中心（東
京）と，オリンピックを引き受ける周辺（長野
県）の関係性である．また長野県内であれば大
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会招致に奔走した競技団体，観光業者，建設業
界（中心）と長期の負債を引き受ける県民（周
辺）との関係である．すなわち，中心が目先の
利益や遺産を誇示し周辺が引き受けるという関
係性，その結果生み出される大きな利益を吸い
取る中心と負債を引き受けるという構造である．
このような非対照的な関係は，スポーツ界の中
でも常態化してきた構造的な問題である．例え
ば国民体育大会においては中央競技団体の視察
による指摘で，過剰施設が生み出されてきた歴
史は，国体の「中央－周辺」問題と看ることが
できる．
　さらに，2020年東京大会を超えて認識してお
かねばならない点は，この「中心－周辺」論は
多くの社会問題を映し出す補助線であることに
ある．例えば「日本の近代化の過程の中で，中
央から地方に持ち込まれる地域開発は，全てこ
こで見たような原子力開発と同じような構造を
持っていた．開発は，地域社会にある種の富を
もたらす．とともに，そこに暮らす人びとに国
や資本への従属化を強要し，またしばしば公害
という形で，社会的弱者の身体に強烈な負の刻
印を刻み込んできた」という（山下：2012）．3.11
東日本大震災に伴う福島第一原発事故をめぐる
東京と東北の関係を象徴的に描写した文章であ
る．このような原発事故問題や沖縄の基地問題
などは，中央と周辺，東京と地方の非対称な関
係性に内在する構造的暴力と言うこともできよ
う．

Ⅳ　2020年東京大会と「中心－周辺」

　2020年東京大会をめぐる「中心－周辺」問題
は，開催地などの地理的な問題，新設施設など
の物理的な問題，IOCやJOC，NFなどの組織
的な問題等々多様な問題にも置換することがで
きる．紙面の制約上ここではいくつかの例を取
り上げてみたい．

１．地理的空間をめぐる「中心－周辺」
　「中心－周辺」論という視点から2020年東京

大会の課題を拾い出す際，最も理解し易いのは
大会が生み出す地理的空間の差異である．本大
会は晴海に建設される選手村を中心とする半径
８km以内に多くの競技施設を配置するコンパ
クト五輪に特徴があり，そのエリアはヘリテッ
ジゾーンと東京ベイゾーンに分かれている．前
者は新国立競技場や日本武道館がある皇居周辺
や神宮外苑のエリアである．後者は江東区有明，
夢の島や晴海などの湾岸部である．本大会はバ
ブル崩壊後，再開発が停滞していた東京ベイ
ゾーンの開発というねらいがあるが，その開発
はヘリテッジゾーンと東京ベイゾーンの「南北
格差」，半径８km圏内の23区南側と圏外の北
側の「南北格差」が顕在化するという（南後：
2011）．そして周辺であった東京ベイゾーンが
中心化することにより，経営資源の集中による
スポーツ環境の地域間格差や新宿，池袋，銀座
などの地域間競争が激化すると予想される．
　また，東京開催の意義を東日本第震災からの

「復興五輪」をスローガンに招致活動を展開し
たものの，東北で開催される競技は宮城県の
サッカーのみである．さらに，建設資材の高騰
や人材不足による復興の遅れなどから2020年東
京大会の開催に対する反対意見も根強い．ここ
にも，潤う東京（中心）と置き去りにされる東
北（周辺）の生活やスポーツといった非対称性
をみることができよう．

２．�オリンピック・レガシーをめぐる「中心－
周辺」

　オリンピック・レガシーをめぐる議論も活発
になってきているが，メガ・スポーツイベント
のレガシーの肯定的な側面を指摘するもの（荒
牧：2013，間野：2013）やその効果を疑問視す
る論（大沼：2006，阿部：2016）も多い．開催
立候補都市がIOCに提出する招致ファイルに
レガシーが登場したのは1956年のメルボルンオ
リンピックであり，その後のIOCが望む利益
のパッケージとしてレガシーの肯定的な側面が
拡大してゆく（石坂・松林：2013）．すなわち
開催決定権を持つIOC（中心）は，開催候補都
市（周辺）に利益となるレガシーを先取りさせ，
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計画化させ，モニタリングするというようにオ
リンピック・レガシーを制度化してきた．そし
て立候補都市は，例えば経済波及効果に代表さ
れるレガシーの誇示により，大会招致の正当性
を主張する．しかしメガ・スポーツイベント開
催後に，その経済波及効果が測定・評価された
ことはないし，それ自体に疑問が突きつけられ
て い る（Zimbalist, A.：2015， 小 川：2016）．
2020年東京大会の立候補ファイルの“スポーツ
のレガシー及び推進”に盛り込まれた，新設さ
れた競技会場は大会後に身近でスポーツを楽し
む機会を提供してくれるであろうか，地域レベ
ルにおいて，2020東京大会はスポーツクラブの
活動を推進し拡大させることができるのであろ
うか．運動者の利益を最大価値（選択原理）に
おく体育・スポーツ経営学の立場から注視しな
ければならない．さらに，“東京の新しい中心
の再活性化”という物理的レガシーの提案や「ア
スリート・ファースト」が大会経費の肥大化を
隠蔽するコピーにならぬよう，また見せかけの
経済波及効果に翻弄されることのないよう留意
する必要があろう．併せてオリンピックのレガ
シー論で指摘されている，計画的なものか／そ
うでないか，ポジティブか／ネガティブか，有
形か／無形かといった「レガシーキューブ」

（Gratton, C. & Preuss, H.：2008）も考慮され
ねばならない．

３．�大会開催に便乗するスポーツ政策をめぐる
「中心－周辺」

　スポーツ基本法（2011年）の附則第二条に基
づいて2015年スポーツ庁が設置された．周知の
ようにスポーツ庁は個別に行われていた施策を
総合的に展開する必要から，文部科学省が中心
となり関連省庁と連携し，基本政策の立案や調
整をする役割を持っている．また，2020年東京
大会の成功に向け，政府一丸となって諸施策に
取り組む必要性も強い追い風になっていた．ス
ポーツ庁の組織は，文部科学省を中心としなが
ら，厚生労働省，外務省，経済産業省，国土交
通省，農林水産業省，環境省からの出向職員で
構成されている．かかる省庁が連携して総合的

にスポーツ政策を推進することは縦割り行政か
らの脱却と評価することもできるが，具体化さ
れる政策を概観すると，スポーツ庁内の「中心
－周辺」や政策領域の「中心－周辺」問題が指
摘されよう．
　その背景には，2020年東京大会の開催を見込
んだ安部政府のスポーツ戦略がある（青沼：
2016）．2016年６月２日に閣議決定された「日
本再興戦略2016」に「スポーツの成長産業化」
が位置づけられた．そこでは，スポーツ施設の
魅力・収益性の向上，スポーツ経営人材の育成・
活用プラットホームの構築，スポーツとIT・
健康・観光・ファッション・文化芸術等の融合・
拡大が重視されている．そしてこのスポーツ成
長産業戦略は，スポーツ未来開拓会議の中間報
告～スポーツ産業ビジョンの策定に向けて～

（スポーツ庁，経済産業省：2016）と並行して「第
２期スポーツ基本計画」（2017）へと具体化さ
れた．計画では，スポーツの成長産業化の目標
としてスポーツ市場規模を5.5兆円から2025年
には15兆円にまで成長させるという．また，ス
ポーツの地域活性化では，スポーツツーリズム
関連消費を3,800億円まで成長させ，250万人の
訪日外国人を期待する．さらに平成29年度概算
要求主要事項（スポーツ庁：2016）では，予算
総額402億3,536万円（前年度比78億7,505万円増）
のうち，「2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会に向けた準備」予算が177億
4,906万円（44.1%）を占めている．また，新規
にスポーツの成長産業化に８億円が計上された．
一方，学校体育関連では新規事業も予算化され
てはいるが，総額49億5,007万円で12.3%となっ
ている．さらに地域スポーツ関連予算では，運
動の習慣化促進事業など健康づくり関連予算は
計上されているものの，地域住民が主体的に地
域スポーツを創造し，支えてゆく総合型地域ス
ポーツクラブ関連予算が復活することはなかっ
た．
　このようにスポーツ庁の政策や予算を概観す
ると，体育・スポーツ経営学の立場から強い危
機感を感じざるを得ない．すなわち，これまで
の教育・文化政策を中心としてきたスポーツ政
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策が，“統合的な政策の展開”と“2020年東京大
会の開催”を根拠に経済政策にシフトしている
からである．その中心は，スポーツの成長産業
化や第２期スポーツ基本計画にある過去最高の
金メダル獲得であり，地域スポーツは周辺に追
い遣られるどころか，全くの蚊帳の外に置かれ
てしまった．また地域活性化とは言うが，その
内実は経済の活性化であり，スポーツがアベノ
ミクスの「乗り物」に利用されていると映るか
らである．そして，この政策では経済活動の対
象となる受動的な消費者が重視され，豊かなス
ポーツ活動やスポーツ生活を創り出す協働の主
体となる「人」や「地域社会」の姿は見えてこ
ない．これまでの体育・スポーツ経営学が希求
してきた価値観とは相容れない状況が生まれつ
つある．

　以上例示した2020年東京大会をめぐる「中央
－周辺」問題以外にも，周辺化されてきた障が
い者スポーツや女性スポーツ，マイナースポー
ツやニュースポーツなどをめぐっても「中央－
周辺」という関係性や課題を看ることができよ
う．オリンピズムの思想や体育・スポーツ経営
学が堅持してきた理念や価値の実現に向け，「中
心－周辺」論が生み出すヘゲモニーや主従関係，
そしてそこに内在する構造的暴力に関心を払わ
なければならい．

（注）本稿は山下（2012）の論考を下敷きにし
ている．「中心－周辺」論は経済学の中で経済
の発展段階や世界的な経済システムなどを問題
する概念であるが，本稿では山下が指摘してい
る以下のような東京と東北の非対称性と，その
構造が生み出す暴力性に関心を寄せている．

「東京発の原子力開発．東北では『全て大丈夫だから』

『全て任せておけばよい』と言われて懐柔され，受け入

れてきた．『危険はないのか』の問いにも，確たる根拠

もなく絶対安全を表明し，地方のため，利益になるか

らと，開発主体は巧みに地域経済・地域政治の中に入

り込み，建設は進められてきた．＜略＞だがその利益

の多くは，東京から来た人たちが，しっかりと東京に

持ち帰ってもいた．それでも人々は，東京から来た人

たちを信頼しつつ暮らしてきた．」（山下：2012.p.25）
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